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１ 補正予算計上額 ２６０億円

２ 所管 内閣府（地域活性化推進担当室）
ただし、各省等に移し替えて執行

３ 交付対象等

（１）交付対象：総合対策を実施する地方公共団体

（２）配分方法：地方公共団体が策定する総合対策実施計画に掲載された事業のうち国庫補
助事業の地方負担分と単独事業の所要経費の合計額とし、人口・第一次産
業就業者比率・高齢者比率・財政力指数等の外形基準に基づいて算出される
額を上限とする。

４ 使途 総合対策実施計画に計上された事業（例：原油高騰対策、強い農林水産業の創出対
策、中小企業の活力向上対策、防災対策等）に充当

○（都道府県分） 15億円程度（概ね１団体当たり 1,500万円～5,000万円程度）
（市町村分） 245億円程度（概ね１団体当たり 500万円～3,000万円程度）

※不交付団体には交付しない

○財政力の弱い小規模団体に配慮

○原油高騰の影響が特に大きい離島や寒冷地に配慮

（資料６） 



地域活性化・緊急安心実現総合対策交付金

地方公共団体が、「安心実現のための緊急総合対策」（平成20年8月29日「安心実現のための緊急総合対策」
に関する政府・与党会議、経済対策閣僚会議合同会議決定）（以下「緊急総合対策」という。）に対応して、
積極的に総合的な対策に取り組み、もって地域活性化に資することができるよう、交付金制度を創設する。

人口や財政力指数等の外形基準に基づいて設定（財政基盤のぜい弱な地方公共団体や原油高騰の影響が大きい離島や寒冷地に配慮）

実施計画を作成する地方公共団体が緊急総合対策に対応した総合的な対策を実施
し、もって地域活性化に資するために必要な事業に対する以下の経費。
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交付対象

⑥交付金実施計画の作成

①予算一括計上
③実施計画の審査
④配分計画案作成

財務省

当該府省

内
閣
府

総合対策実施計画（実施計画）の作成

（記載内容）
交付対象事業名、事業概要、緊急総合対策との
関係、事業実施期間、事業費(交付対象経費)等

地方公共団体
（都道府県及び市町村）

②計画提出
⑧移替承認

⑥交付金実施計画の作成

総務省

⑨予算の移替

⑩交付申請

⑪交付決定
・交付

移
替
先
省
庁

⑧移替承認

⑤協議

＜移替の考え方＞

⑦協議

※ 交付限度額

＜交付限度額の例＞ （都道府県分） 概ね１団体当たり1,500万円～5,000万円程度 （市町村分） 概ね１団体当たり 500万円～3,000万円程度

A省補助事業①

A省

総務省

A省補助事業②

A省補助事業③

A省補助事業①

B省補助事業①

B省補助事業②

地方単独事業

実施計画 移替先省庁

例
①

例
②

移替例

交付限度額（※）

・離島航路等維持のための支援策

・保育サービスの充実等のための支援策

・強い農林水産業の創出のための支援策

・学校施設の耐震化のための支援策

・情報通信基盤整備のための支援策

等

実施計画掲載事業が単
独府省の補助事業のみ
の場合（例①）

上記以外（例②）
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